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論文概要 [Abstract of Thesis]   

 

森林資源を持続的に管理し、利用していく上での課題の一つに、素材生産から最終消費までの木

材流通における買い手と売り手の有する情報の偏りが指摘されている。本研究は、国産材利用で多

くを占める製材用材流通を対象にして、多段階の取引における売り手と買い手の間に存在する取引

情報の非対称性を把握し、それと木材流通構造との関係を明らかにし、その関係性を考察すること

を目的とした。研究対象は、大消費地のある関東地方において国産材製材用材の流通割合が高く、

良質材産地である埼玉県西川林業地と栃木県高原林業地とした。 

序章では、まず研究対象地である両林業地の歴史的経緯を踏まえ、各々の特徴や類似性を説明し

た。特に製品の品目や製材工場規模に差違があること、西川林業地では産地指定の良質材製品とし

て流通しているが、高原林業地では産地指定された製品流通となっていないこと等を述べた。また、

研究手法として、まず 1990 年代以降を通じて事実確認の可能な経済主体に対する事業分野毎の流

通量や事業者数等の変遷、それらの変化要因、取引情報等に関する聞き取り調査、次に業界団体や

行政の担当者に対する域内の林業や木材流通等に関する聞き取り調査、そして両林業地に関連する

統計資料や文献資料の調査を採用したことを説明した。取引情報に関して、流通論と経営学に基づ

き受注情報と発注情報を整理し、流通の各段階を構成する経済主体に基本情報や取引状況、買い手

と売り手に対して提示する情報、必要とする情報等を収集したことを述べた。 

第Ⅰ章では西川林業地における調査結果を論じた。具体的には、まず木材流通については、素材

生産業者からプレカット工場までの小規模事業体により構成され、素材出荷から製材工場まで原木

市売市場へ強く依存する木材流通が継続していること、1990 年頃から役物製品を主体とした製品

市場流通に代わって製材工場から工務店への直送、家具・建具の製造・販売等の住宅建築用材以外

の新たな展開がみられ、製材工場は多品目製造を行っていることを把握した。つぎに、取引情報に

関しては、森林所有者と素材生産者において立木の生産や品質管理情報が把握される一方で、素材

生産者の生産や工程管理に関する情報が買い手である製材工場に不足し、製材工場やプレカット工

場の安定的な製品生産を妨げていることを明らかにした。さらに、原木市売市場での傾向的な平均

原木価格の低下や取扱量の減少、原木の買い方と売り方の減少という現象から、情報の非対称性が

生じることに伴う逆選択が発生している可能性を指摘した。 

第Ⅱ章では高原林業地における調査結果を論じた。まず木材流通については、素材生産の多くを

森林組合が担い、その大半が共販所に出荷されているが、1990 年代後半より製材工場の大規模化

が進んで主力製品を持つようになって原木の直接取引割合が高まり、それに伴って大規模な製材工

場では共販所への依存度が低くなっていること、小規模な製材工場では多品目生産を行いながら共

販所への依存度の高い状況が続いていることを把握した。また、2013 年より本格的に協定取引が

開始されており、原木取引において直接取引の比重が高まる傾向が生じていることを指摘した。ま

た、取引情報に関しては、共販所を介した原木取引において非対称性が存在することを示し、原木

需要する製材工場に対して仕入や品質に関する情報、原木の供給側に対しては生産量や品質に関す

る情報の不足があることを明らかにした。その上で、高原林業地では原木生産が増加する中で共販

所の取扱量と平均原木価格は相対的に安定していることから、西川林業地のような逆選択の現象は

現時点で観察されないことを指摘した。 

終章では、関東地方の二林業地の調査研究結果に基づき、国産材製材用材流通における取引情報



の非対称性とその影響について、製材工場の規模や製造品目の多様性により取引情報に非対称性が

生じることを考察し、それが逆選択につながり市場規模が縮小する可能性を指摘した。それに対す

る解決策として、小規模で多品目生産する製材工場が自ら必要とする原木に関して発信することや、

素材生産者が供給する原木の質や量の見通しを予め発信することの必要性を考察した。両地域の製

材用材流通における情報の非対称性は、原木供給に関する情報網の未整備が一因であることも考察

した。そして、原木市売市場や共販所が取引情報を収集・発信する機能を拡充し、原木需給の調整

役を担うことが必要なことを指摘した。 
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